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１．運用状況

（１）運用状況
①　当期の概況

いちごオフィスリート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）の第34期を迎えた当期
（2022年10月期）は、東京都心部に立地する成長余力のある中規模オフィス１物件の取得を行
い、ポートフォリオの拡大に向けた取り組みを行いました。また、内部成長では、保有物件に
おける「心築（しんちく）（注）による価値向上と投資効率の追求」、「テナント満足度を重視し
た収益性の安定維持、向上」を主要なアクションプランとし、着実な内部成長への取り組みを
継続しております。今後も安定的かつ収益成長が見込める中規模オフィスに特化したポートフ
ォリオ構築及び運用資産の着実な成長を目指してまいります。
（注）心築（しんちく）とは、いちごの不動産技術とノウハウを活用し、一つ一つの不動産に

心を込めた丁寧な価値向上を図り、現存不動産に新しい価値を創造することをいい、日
本における「100年不動産」の実現を目指しております。

（イ）投資環境と運用実績
ａ．投資環境

事業用不動産の投資環境は、新型コロナウイルス感染症の収束が依然不透明な中でも、経済
社会活動はほぼ正常化に向かいつつあり、世界的な金利上昇やウクライナ侵攻問題等の影響が
ある中、日本国内では低金利や円安が後押しとなり、海外の投資家も含め引続き旺盛な投資需
要から取引価格も高値圏で推移しており、取引実績も好調な状況が続いております。オフィス
ビルの取引についても、引続き低水準の利回りで推移しており、今後もこの状況が当面続くも
のと予測されます。一方で、立地により空室率の上昇や新規賃料の下落等、注視すべき状況も
あり、今後の投資環境に変化が見られることも考えられます。東京都心の中心部では、価格上
昇を受け投資機会が限られてきており、また、企業のオフィスへの考え方や働き方の変化も受
け、地方都市への投資にも関心が続いており、主要な地方都市の価格も高止まりな状況にあり
ます。更には環境・社会問題に対する世界的な関心の高まりを背景に、不動産分野において
も、ESG配慮の動きが一層加速することも予想され、投資における重要な要素となりつつありま
す。本投資法人では、このような様々な市場環境の変化を注視しながら、今後も中長期にわた
り安定した収益が見込める中規模オフィスを選別して投資対象を検討してまいります。

ｂ．運用実績
当期においては、本投資法人は、ポートフォリオ全体のNOIの向上を重視し、賃料水準、稼働

率等も考慮の上、個別物件の収益力に繋がる継続的な心築としてのCAPEX実施やテナントニーズ
に合わせた各種サービス施策を継続して推進しております。当期においては、東京都心を中心
にリーシングが進捗し、当期末稼働率は96.5％となりました。既存物件については、サステナ
ブルな社会の実現、脱炭素社会への移行を目的とする国際的イニシアティブ「RE100」の主旨に
鑑み、保有物件（共有・区分を除く）における消費電力の再生可能エネルギーを使用しＣＯ２

を排出しない運用を継続しており、LED化等の省エネ施策も順調に進めております。
また、東京都心部に立地するいちご東池袋三丁目ビルの取得により、ポートフォリオの質の

向上と拡大を図り、当期末（2022年10月31日現在）の運用資産は、物件総数86物件、取得価格
合計209,297百万円となりました。

（ロ）資金調達の概要
当期においては、2022年５月に返済期限の到来する借入金（合計9,633百万円）の返済資金と

して、同月に既存取引銀行からの借入れ（合計9,629百万円）を行いました。また、2022年6月
にいちご東池袋三丁目ビルの取得原資の一部に充当する事を目的とし、1,900百万円の借入れを
行いました。

当期においても安定的な財務基盤の構築のため、返済期限の分散化並びに金利動向を注視し
調達を行ってまいりました。
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（ハ）業績及び分配の概要
上記の運用の結果、当期の実績として営業収益7,800百万円、営業利益3,775百万円、経常利

益3,001百万円、当期純利益3,001百万円を計上しました。分配金については、本投資法人の規
約第37条に定める金銭の分配の方針に基づき、租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その後
の改正を含みます。以下「租税特別措置法」といいます。）第67条の15第１項に規定される
「配当可能利益の額」の100分の90に相当する金額を超えるものとしています。

本投資法人は、任意積立金として一時差異等調整積立金及び配当積立金を有しています。こ
れらの任意積立金のうち、一時差異等調整積立金は、2015年度改正の「不動産投資信託及び不
動産投資法人に関する規則」（以下「投信協会規則」といいます。）に基づき毎期105百万円以
上を取り崩します。また、配当積立金は同様に分配金水準の安定化の観点からキャッシュ・フ
ローを考慮した上で取り崩すことがあります。

一方で、運用資産の維持又は価値向上に必要と認められる長期修繕積立金、支払準備金、一
時差異等調整積立金、圧縮積立金、分配準備積立金並びにこれらに類する積立金及び引当金等
のほか必要な金額を分配可能金額から積み立て、又は留保その他の処理を行うことができま
す。

当期の分配金は、当期未処分利益3,001百万円に、一時差異等調整積立金取崩額として105百
万円を加算した金額3,106百万円に対して、投資口１口当たり分配金が１円未満となる端数部分
を除く全額3,105百万円を利益分配金として分配することとしました。この結果、投資口１口当
たり分配金を2,052円としました。

②　次期の見通し
（イ）新規物件取得（外部成長）について

本投資法人は、東京都心を中心に、その他首都圏、政令指定都市及び県庁所在地等に立地す
る不動産等で、主たる用途がオフィスである不動産等及びこれに関連する不動産対応証券を主
な投資対象とします。特に中規模オフィスは、安定性と成長性の両面が見込めることに加え、
物件数の多さから流動性が高く、市況に応じた機動的なポートフォリオの組替えも可能である
ため、本投資法人は、収益の安定性を確保しながら成長性を重視した中規模オフィスに特化し
たポートフォリオ構築を行います。

物件の取得にあたっては、本投資法人の資産運用会社であるいちご投資顧問株式会社（以下
「本資産運用会社」といいます。）の独自ネットワークによる情報を活用し、良質な投資情報の
早期入手や、相対取引の促進を図ります。また、外部のブリッジファンドや、スポンサーサポ
ート契約に基づくいちご株式会社によるウェアハウジング機能等を活用しながら、着実な外部
成長を推進します。一方で、保有物件のうち、内部成長余地が限定的な物件は売却を検討し、
資産の入替によるポートフォリオの質の向上を図ります。

（ロ）心築による価値向上（内部成長）について
心築による価値向上においては、個別物件の収益力強化に繋がる以下の施策を積極的に推進

し、強固なポートフォリオの構築とともに、持続的成長を徹底追求してまいります。
・「いちごレイアウトオフィス」、「いちごラウンジ」といった独自性の高いオフィス環境の提供
を通じた差別化戦略の推進

・テナントの利便性・機能性向上を目的とした価値向上CAPEX（資本的支出）により、テナント
満足度を重視した収益性の向上

・投資効率の追求
・テナント入替時の空室期間（ダウンタイム）、フリーレント期間の極小化

（ハ）財務戦略について
既存借入金のリファイナンスについては借入金利の固定化、借入期間の長期化・分散化を図

り、不安定な社会情勢による金利上昇を踏まえた資金調達を検討します。また、株式会社日本
格付研究所より取得している長期発行体格付は現状のＡ+（格付けの見通し：安定的）から更な
る向上を目指し、投資法人債等による資金調達の多様化を図りつつ、本投資法人の財務基盤の
強化及びキャッシュ・フローの拡大を進めていきます。
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[いちご丸の内サウスビル]（注１）

取得価格（注２） 1,750,000千円

所在地 愛知県名古屋市中区錦二丁目２番24号

資産の種類 不動産信託受益権

所有形態 土地：所有権

建物：所有権

契約締結日 2022年11月24日

取得日 2022年11月30日

取得先（注３） 国内の一般事業会社

[いちご池之端ビル]

譲渡予定価格（注１） 10,600,000千円

帳簿価格（注２） 5,115,741千円

所在地 東京都台東区池之端一丁目２番18号

資産の種類 不動産信託受益権

所有形態 土地：所有権

建物：所有権

契約締結日 2022年10月31日

引渡予定日 2022年12月20日

譲渡先（注３） 国内の一般事業会社

（２）決算後に生じた重要な事実

①　資産の取得

　規約に定める資産運用の基本方針に基づき、以下の特定資産を取得しました。

（注１）本投資法人による取得後、物件名称を「ISM名古屋丸の内ビル」から「いちご丸の内

サウスビル」へ変更を予定しています。

（注２）取得価格は、取得に係る諸費用、固定資産税・都市計画税相当額の精算分及び消費

税等相当額を含まない不動産信託受益権の売買代金を記載しています。

（注３）取得先の同意を得られていないため、非開示としています。

②　資産の譲渡

　規約に定める資産運用の基本方針に基づき、以下の特定資産の売買契約を締結しています。

（注１）譲渡予定価格は、譲渡に係る諸費用、固定資産税・都市計画税相当額の精算分及び

消費税等相当額を含まない不動産信託受益権の売買代金を記載しています。なお、

第35期（自　2022年11月１日　至　2023年４月30日）において、不動産売却益約

4,392,861千円を計上する見込みです。

（注２）帳簿価格は2022年10月31日現在の価格を記載しています。

（注３）譲渡先の同意を得られていないため、非開示としています。
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　営業収益 12,253百万円

　営業利益 7,041百万円

　経常利益 6,251百万円

　当期純利益 6,251百万円

　１口当たり分配金 4,132円

　１口当たり利益超過分配金 －円

　営業収益 7,792百万円

　営業利益 3,558百万円

　経常利益 2,795百万円

　当期純利益 2,794百万円

　１口当たり分配金 1,916円

　１口当たり利益超過分配金 －円

（３）運用状況の見通し

　2023年４月期及び2023年10月期の運用状況につきましては、以下のとおり見込んでいます。
2023年４月期及び2023年10月期の運用状況の見通しの前提条件につきましては、６ページ記載
の「2023年４月期（2022年11月１日～2023年４月30日）及び2023年10月期（2023年５月１日～
2023年10月31日）運用状況の予想の前提条件」をご参照ください。

2023年４月期（2022年11月１日～2023年４月30日）

　（注）状況の変化により実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、１口当たり分

配金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではあ

りません。

2023年10月期（2023年５月１日～2023年10月31日）

　（注）状況の変化により実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、１口当たり分

配金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではあ

りません。
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項目 前提条件

計算期間
・2023年４月期： 2022年11月１日 ～ 2023年４月30日（181日）
・2023年10月期： 2023年５月１日 ～ 2023年10月31日（184日）

運用資産

・本書の日付現在で保有している87物件を対象とすることとし、これ以外に、2022年
10月31日付譲渡を発表した1物件を除き、2023年4月30日までに物件の異動（新規物
件の取得又は既存物件の譲渡等）がないことを前提としています。

・実際には、今後の物件の異動（新規物件の取得又は既存物件の譲渡等）により予想
が変動する可能性があります。

発行済投資口
・本書の日付現在の発行済投資口の総口数1,513,367口を前提としています。
・上記の他に2023年４月30日までに新投資口の発行等による投資口数の変動がないこ

とを前提としています。

営業収益

・賃貸事業収益については、運用資産の過去の実績値を基準として2022年10月31日時
点で有効な賃貸借契約をもとに、各物件の競争力及び市場環境等を勘案して算出し
ています。

・物件合計の期末稼働率は、2023年４月30日時点で96.8％、2023年10月31日時点で
97.0％を見込んでいます。

・2022年10月31日付発表した譲渡による譲渡益として、2023年４月期に4,392百万円
を見込んでいます。

営業費用

・主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外のものは過去の実績値
を基準とし、費用の変動要素を反映して算出しています。

・固定資産税及び都市計画税等として、2023年４月期に692百万円、2023年10月期に
703百万円を見込んでいます。

・建物の修繕費は、2023年４月期に125百万円、2023年10月期に96百万円を見込んで
います。なお、予想し難い要因に基づく建物の毀損等により修繕費が発生する可能
性があること、一般的に年度による金額の差異が大きくなること及び定期的に発生
する費用ではないこと等から、各営業期間の修繕費が予想金額と大きく異なる結果
となる可能性があります。

・プロパティマネジメントフィー等を含む外注委託費は、2023年４月期に717百万
円、2023年10月期に691百万円を見込んでいます。

・水道光熱費は、RE100の取組みに伴う再生可能エネルギー等の費用を含め算出し、
2023年４月期に838百万円、2023年10月期に907百万円を見込んでいます。

・減価償却費につきましては、定額法を採用しており、運用資産に対し、償却額に将
来の追加の資本的支出に対する減価償却費を含めて算出し、2023年４月期に913百
万円、2023年10月期に927百万円を見込んでいます。

・本資産運用会社の資産運用報酬については、2023年４月期に1,525百万円、2023年
10月期は675百万円を費用計上されることを前提としております。

・予想し難い要因により緊急的に費用が発生する可能性があることから、営業費用は
予想金額と大きく異なる可能性があります。

営業外費用

・支払利息は、2023年４月期に468百万円、2023年10月期に482百万円を見込んでいま
す。

・融資関連費用は、2023年４月期に321百万円、2023年10月期に280百万円を見込んで
います。

有利子負債
・借入金及び投資法人債を含め、2023年４月30日時点で113,107百万円、2023年10月

31日時点で113,107百万円の有利子負債があることを前提としています。

分配金

・分配金は、本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針に基づき分配することを前
提としています。

・2023年４月期については、当期未処分利益6,252百万円に一時差異等調整積立金取
崩額105百万円を加えた6,357百万円から、本譲渡による譲渡益のうち、税法上の導
管性要件を満たす前提で103百万円の配当積立金を内部留保したあとの6,254百万円
を１口当たり分配金が１円未満となる端数部分を除く全額を分配することを前提と
しています。

・2023年10月期については、当期未処分利益2,795百万円に一時差異等調整積立金取
崩額105百万円を加えた2,900百万円を、１口当たり分配金が１円未満となる端数部
分を除く全額を分配することを前提としています。

・テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動、その他の物件の異動、予期せぬ修繕費等
の発生、金利の変動、投資口の追加発行等の種々の要因により、分配金の額は変動
する可能性があります。

2023年４月期（2022年11月１日～2023年４月30日）及び
2023年10月期（2023年５月１日～2023年10月31日）運用状況の予想の前提条件
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項目 前提条件

利益超過分配金 ・利益を超える金銭の分配は行う予定はありません。

その他

・新型コロナウイルス感染症の拡大による悪影響が今後、更に拡大することがないこ
とを前提としています。したがって、新型コロナウイルス感染症が今後も拡大した
場合や長期化した場合における運用状況への悪影響は考慮に入れていません。

・法令、税制、会計基準、東京証券取引所の上場規則、投信協会規則等において、上
述の予想数値に影響を与える改正が行われないことを前提としています。

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提とし
ています。
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（単位：千円）

前期
(2022年４月30日)

当期
(2022年10月31日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 10,526,684 8,697,113
信託現金及び信託預金 14,018,464 14,067,194
営業未収入金 2,919 1,572
前払費用 447,876 469,881
未収消費税等 - 5,732
その他 2,299 2,643
流動資産合計 24,998,244 23,244,138

固定資産
有形固定資産

建物 7,089,250 7,153,708
減価償却累計額 △2,145,909 △2,250,823
建物（純額） 4,943,341 4,902,884

構築物 29,066 29,066
減価償却累計額 △24,933 △25,229
構築物（純額） 4,133 3,837

機械及び装置 347,826 349,004
減価償却累計額 △220,954 △234,377
機械及び装置（純額） 126,871 114,626

工具、器具及び備品 70,226 75,136
減価償却累計額 △53,720 △57,195
工具、器具及び備品（純額） 16,505 17,940

土地 15,031,993 15,031,993
建設仮勘定 1,360 1,360
信託建物 46,791,823 47,859,465

減価償却累計額 △11,154,852 △11,892,165
信託建物（純額） 35,636,970 35,967,300

信託構築物 70,960 73,249
減価償却累計額 △38,414 △40,371
信託構築物（純額） 32,545 32,878

信託機械及び装置 847,928 872,824
減価償却累計額 △424,534 △455,189
信託機械及び装置（純額） 423,393 417,634

信託工具、器具及び備品 314,072 332,658
減価償却累計額 △203,168 △221,178
信託工具、器具及び備品（純額） 110,904 111,479

信託土地 140,668,104 144,003,252
信託建設仮勘定 7,021 4,480
有形固定資産合計 197,003,145 200,609,669

無形固定資産
信託借地権 4,494,579 4,494,579
無形固定資産合計 4,494,579 4,494,579

投資その他の資産
投資有価証券 51,212 51,628
敷金及び保証金 10,000 10,000
長期前払費用 1,292,047 1,376,658
その他 129,281 142,316
貸倒引当金 △3,898 △3,898
投資その他の資産合計 1,478,644 1,576,705

固定資産合計 202,976,369 206,680,954
繰延資産

投資法人債発行費 46,275 41,875
繰延資産合計 46,275 41,875

資産合計 228,020,888 229,966,968

２．財務諸表

（１）貸借対照表
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（単位：千円）

前期
(2022年４月30日)

当期
(2022年10月31日)

負債の部
流動負債

営業未払金 731,474 575,417
１年内返済予定の長期借入金 19,266,000 17,270,250
未払金 1,114,516 908,581
未払費用 23,865 25,027
未払法人税等 605 605
未払消費税等 153,754 76,065
前受金 1,502,700 2,603,873
その他 17,461 15,067
流動負債合計 22,810,378 21,474,887

固定負債
投資法人債 6,900,000 6,900,000
長期借入金 85,059,000 88,941,000
預り敷金及び保証金 1,462,258 1,517,862
信託預り敷金及び保証金 8,877,826 9,011,058
資産除去債務 19,492 19,558
その他 85,867 90,971
固定負債合計 102,404,444 106,480,450

負債合計 125,214,822 127,955,338
純資産の部

投資主資本
出資総額 67,675,274 67,675,274
剰余金

出資剰余金 20,566,420 20,566,420
出資剰余金控除額 ※２ △1,499,919 ※２ △1,499,919
出資剰余金（純額） 19,066,500 19,066,500

任意積立金
配当積立金 3,368,625 3,368,625
一時差異等調整積立金 ※３ 9,004,544 ※３ 8,899,544
任意積立金合計 12,373,170 12,268,170

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 3,691,120 3,001,684
剰余金合計 35,130,791 34,336,355

投資主資本合計 102,806,066 102,011,630
純資産合計 ※１ 102,806,066 ※１ 102,011,630

負債純資産合計 228,020,888 229,966,968
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（単位：千円）

前期
自　2021年11月１日
至　2022年４月30日

当期
自　2022年５月１日
至　2022年10月31日

営業収益
賃貸事業収入 ※１ 7,136,936 ※１ 7,180,483
その他賃貸事業収入 ※１ 598,555 ※１ 618,257
不動産等売却益 ※２ 940,111 －
匿名組合分配金 － 2,103
営業収益合計 8,675,603 7,800,844

営業費用
賃貸事業費用 ※１ 2,991,430 ※１ 3,122,066
資産運用報酬 1,102,670 773,873
資産保管手数料 15,106 15,120
一般事務委託手数料 43,629 47,149
役員報酬 5,040 5,040
その他営業費用 80,998 61,913
営業費用合計 4,238,874 4,025,164

営業利益 4,436,728 3,775,680
営業外収益

受取利息 112 110
未払分配金戻入 1,046 607
受取保険金 686 533
その他 492 －
営業外収益合計 2,337 1,251

営業外費用
支払利息 436,542 457,184
融資関連費用 302,756 313,653
投資法人債発行費償却 4,327 4,399
貸倒引当金繰入額 3,898 －
営業外費用合計 747,525 775,238

経常利益 3,691,540 3,001,693
税引前当期純利益 3,691,540 3,001,693
法人税、住民税及び事業税 605 605
法人税等合計 605 605
当期純利益 3,690,935 3,001,088
前期繰越利益 185 596
当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 3,691,120 3,001,684

（２）損益計算書
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（単位：千円）

投資主資本

出資総額

剰余金

出資剰余金
出資剰余金

控除額
出資剰余金
（純額）

任意積立金

配当積立金
一時差異
等調整積

立金

当期首残高 67,675,274 20,566,420 △1,499,919 19,066,500 3,368,625 9,109,544

当期変動額

一時差異等調整積立金

の取崩
△105,000

剰余金の配当

当期純利益

当期変動額合計 － － － － － △105,000

当期末残高 67,675,274 20,566,420 △1,499,919 19,066,500 3,368,625 9,004,544

投資主資本

純資産合計

剰余金

投資主
資本合

計

任意積立金 当期未処
分利益又
は当期未
処理損失
（△）

剰余金合計任意積立金
合計

当期首残高 12,478,170 3,201,892 34,746,563 102,421,837 102,421,837

当期変動額

一時差異等調整積立金

の取崩
△105,000 105,000 － － －

剰余金の配当 △3,306,706 △3,306,706 △3,306,706 △3,306,706

当期純利益 3,690,935 3,690,935 3,690,935 3,690,935

当期変動額合計 △105,000 489,228 384,228 384,228 384,228

当期末残高 12,373,170 3,691,120 35,130,791 102,806,066 102,806,066

（３）投資主資本等変動計算書

前期（自　2021年11月１日　至　2022年４月30日）
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（単位：千円）

投資主資本

出資総額

剰余金

出資剰余金
出資剰余金

控除額
出資剰余金
（純額）

任意積立金

配当積立金
一時差異
等調整積

立金

当期首残高 67,675,274 20,566,420 △1,499,919 19,066,500 3,368,625 9,004,544

当期変動額

一時差異等調整積立金

の取崩
△105,000

剰余金の配当

当期純利益

当期変動額合計 － － － － － △105,000

当期末残高 67,675,274 20,566,420 △1,499,919 19,066,500 3,368,625 8,899,544

投資主資本

純資産合計

剰余金

投資主
資本合

計

任意積立金 当期未処
分利益又
は当期未
処理損失
（△）

剰余金合計任意積立金
合計

当期首残高 12,373,170 3,691,120 35,130,791 102,806,066 102,806,066

当期変動額

一時差異等調整積立金

の取崩
△105,000 105,000 － － －

剰余金の配当 △3,795,524 △3,795,524 △3,795,524 △3,795,524

当期純利益 3,001,088 3,001,088 3,001,088 3,001,088

当期変動額合計 △105,000 △689,435 △794,435 △794,435 △794,435

当期末残高 12,268,170 3,001,684 34,336,355 102,011,630 102,011,630

当期（自　2022年５月１日　至　2022年10月31日）
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前期
（自　2021年11月１日

　　至　2022年４月30日）

当期
（自　2022年５月１日

　　至　2022年10月31日）

Ⅰ　当期未処分利益 3,691,120,583円 3,001,684,742円

Ⅱ　任意積立金取崩額

　　一時差異等調整積立金取崩額 105,000,000円 105,000,000円

Ⅲ　分配金の額 3,795,524,436円 3,105,429,084円

(投資口１口当たり分配金の額) （2,508円） （2,052円）

Ⅳ　次期繰越利益 596,147円 1,255,658円

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第37条に

定める分配方針に基づき、租

税特別措置法第67条の15第１

項に規定される「配当可能利

益の額」の100分の90に相当す

る金額を超えるものとし、当

期未処分利益3,691,120,583円

に、一時差異等調整積立金取

崩額として105,000,000円を加

算した金額3,796,120,583円に

対して、投資口１口当たり分

配金が１円未満となる端数部

分を除く全額3,795,524,436円

を利益分配金として分配する

こととしました。この結果、

投資口１口当たり分配金を

2,508円としました。

本投資法人の規約第37条に

定める分配方針に基づき、租

税特別措置法第67条の15第１

項に規定される「配当可能利

益の額」の100分の90に相当す

る金額を超えるものとし、当

期未処分利益3,001,684,742円

に、一時差異等調整積立金取

崩額として105,000,000円を加

算した金額3,106,684,742円に

対して、投資口１口当たり分

配金が１円未満となる端数部

分を除く全額3,105,429,084円

を利益分配金として分配する

こととしました。この結果、

投資口１口当たり分配金を

2,052円としました。

（４）金銭の分配に係る計算書
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（単位：千円）

前期
自　2021年11月１日
至　2022年４月30日

当期
自　2022年５月１日
至　2022年10月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 3,691,540 3,001,693
減価償却費 893,918 910,042
貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,898 －
受取利息 △112 △110
支払利息 436,542 457,184
営業未収入金の増減額（△は増加） 14,679 1,347
未収消費税等の増減額（△は増加） － △5,732
前払費用の増減額（△は増加） △14,114 △22,005
長期前払費用の増減額（△は増加） △107,059 △84,610
未払消費税等の増減額（△は減少） △80,374 △77,689
営業未払金の増減額（△は減少） 143,198 △119,277
未払金の増減額（△は減少） 99,482 △205,934
前受金の増減額（△は減少） △52,296 1,101,173
有形固定資産の売却による減少 727,532 －
その他 △14,460 △8,719
小計 5,742,374 4,947,360
利息の受取額 112 110
利息の支払額 △437,641 △456,022
法人税等の支払額 △605 △605
営業活動によるキャッシュ・フロー 5,304,241 4,490,843

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △22,115 △39,500
信託有形固定資産の取得による支出 △673,956 △4,513,654
預り敷金及び保証金の受入による収入 42,821 81,124
預り敷金及び保証金の返還による支出 △102,155 △25,520
信託預り敷金及び保証金の受入による収入 392,670 413,878
信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △409,326 △280,646
投資有価証券の取得による支出 △51,212 －
投資活動によるキャッシュ・フロー △823,276 △4,364,318

財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入れによる収入 9,621,000 11,529,000
長期借入金の返済による支出 △9,649,250 △9,642,750
分配金の支払額 △3,307,282 △3,794,607
財務活動によるキャッシュ・フロー △3,335,532 △1,908,357

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,145,433 △1,781,832
現金及び現金同等物の期首残高 23,304,230 24,449,663
現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 24,449,663 ※１ 22,667,831

（５）キャッシュ・フロー計算書
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（６）継続企業の前提に関する注記
　該当事項はありません。

１．資産の評価基準及び
　　評価方法

有価証券
　その他有価証券
　　市場価格のない株式等
　　　移動平均法による原価法を採用しています。
　　匿名組合出資持分
　　　匿名組合の損益の純額に対する持分相当額を取り込む方法を採
　　用しています。

２．固定資産の減価償却の
方法

（１）有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。
　なお、有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　　１～63年
構築物　　　　　　　２～45年
機械及び装置　　　　１～15年
工具、器具及び備品　１～15年

（２）長期前払費用
　定額法を採用しています。

３．繰延資産の処理方法 投資法人債発行費
償還までの期間にわたり定額法により償却しています。

４．引当金の計上基準 貸倒引当金の計上基準
　債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

５．収益及び費用の計上
基準

（１）収益に関する計上基準
　本投資法人の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務
の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通
常の時点）は以下のとおりです。
①不動産等の売却
　不動産等の売却については、不動産売却に係る契約に定められた
引渡義務を履行することにより、顧客である買主が当該不動産等
の支配を獲得した時点で収益計上を行っています。
②水道光熱費収入
　水道光熱費収入については、不動産等の賃貸借契約及び付随する
合意内容に基づき、顧客である賃借人に対する電気、水道等の供
給に応じて収益計上を行っています。水道光熱費収入のうち、本投
資法人が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事
者が供給する電気、ガス等の料金として収受する額から当該他の
当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しています。

（２）固定資産税等の処理方法
　保有する不動産等に係る固定資産税、都市計画税及び償却資産税
等については、賦課決定された税額のうち、当該計算期間に対応す
る額を賃貸事業費用として費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴
い、本投資法人が負担すべき初年度の固定資産税等相当額について
は、費用に計上せず当該不動産等の取得原価に算入しています。
　当期において不動産等の取得原価に算入した固定資産税等相当額
は6,237千円です。

（７）重要な会計方針に係る事項に関する注記
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６．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採
用しています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　金利スワップ取引
　ヘッジ対象　借入金金利

（３）ヘッジ方針
　本投資法人はリスク管理規程に基づき投資法人規約に規定するリ
スクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っています。

（４）ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップは特例処理の要件を満たしているため、有効性の評
価は省略しています。

７．キャッシュ・フロー計
算書における資金の
範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金及び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容
易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなってい
ます。

８．その他財務諸表作成の
ための基礎となる事項

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受益権については、信託
財産内の全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収
益及び費用勘定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科
目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち、重要性がある下
記の科目については、貸借対照表において区分掲記しています。
①　信託現金及び信託預金
②　信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及

び備品、信託土地、信託建設仮勘定、信託借地権
③　信託預り敷金及び保証金

（２）控除対象外消費税等の処理方法
　資産の取得に係る控除対象外消費税等は、各資産の取得原価に算
入しています。
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前期
（2022年４月30日）

当期
（2022年10月31日）

50,000 50,000

前期
（2022年４月30日）

当期
（2022年10月31日）

総消却口数 18,920口 18,920口

消却総額 1,499,919千円 1,499,919千円

当初発生額 当期首残高 当期積立額 当期取崩額 当期末残高

積立て、取

崩しの発生

事由

負ののれん

発生益（注）
10,432,940 9,109,544 ― 105,000 9,004,544

分配金に
充当

当初発生額 当期首残高 当期積立額 当期取崩額 当期末残高

積立て、取

崩しの発生

事由

負ののれん

発生益（注）
10,432,940 9,004,544 ― 105,000 8,899,544

分配金に
充当

（８）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表に関する注記）

※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額

（単位：千円）

※２．自己投資口の消却の状況

（注）当期中の自己投資口の消却はありません。

※３．一時差異等調整積立金の積立て及び取崩しの処理に関する事項
前期（2022年４月30日）

（単位：千円）

（注）過年度に計上した負ののれん発生益に細分された金額の残額であり、当期は
105,000千円を取り崩しました。

当期（2022年10月31日）
（単位：千円）

（注）過年度に計上した負ののれん発生益に細分された金額の残額であり、当期は
105,000千円を取り崩しました。
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前期
自　2021年11月１日
至　2022年４月30日

当期
自　2022年５月１日
至　2022年10月31日

Ａ．不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入

賃貸料収入 5,849,440 5,887,330

共益費収入 945,265 948,762

駐車場収入 277,532 280,095

施設使用料 64,697 7,136,936 64,294 7,180,483

その他賃貸事業収入

水道光熱費収入 537,131 590,724

その他収入 61,423 598,555 27,533 618,257

　不動産賃貸事業収益合計 7,735,491 7,798,741

Ｂ．不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用

外注委託費 663,709 667,705

水道光熱費 530,808 665,464

信託報酬 31,778 33,312

減価償却費 893,918 910,042

修繕費 134,056 93,192

公租公課 673,758 689,651

損害保険料 20,788 18,767

その他賃貸事業費用 42,613 43,929

　不動産賃貸事業費用合計 2,991,430 3,122,066

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 4,744,060 4,676,674

いちご赤坂五丁目ビル

不動産等売却収入 1,720,000

不動産等売却原価 727,532

その他売却費用 52,355

不動産等売却益 940,111

（損益計算書に関する注記）

※１．不動産賃貸事業損益の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

※２．不動産等売却損益の内訳

前期（自　2021年11月１日　至　2022年４月30日）

　　　　　　（単位：千円）

当期（自　2022年５月１日　至　2022年10月31日）

　該当事項はありません。
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前期
自　2021年11月１日
至　2022年４月30日

当期
自　2022年５月１日
至　2022年10月31日

発行可能投資口総口数及び発行済投資口
の総口数

発行可能投資口総口数 14,000,000口 14,000,000口

発行済投資口の総口数 1,513,367口 1,513,367口

前期
（自　2021年11月１日

至　2022年４月30日）

当期
（自　2022年５月１日

至　2022年10月31日）

「投資法人の計算に関する規則」（平成27

年内閣府令第27号）附則第３項の経過措置を

適用し、第22期の金銭の分配に係る計算書に

おいて、過年度に計上した負ののれん発生益

に細分された金額の残高である10,432,940千

円を一時差異等調整積立金へ積立てて第23期

以降毎期200,000千円以上取り崩す予定でした

が、第24期以降、毎期105,000千円以上を取り

崩す方針に変更しました。当期は105,000千円

の取り崩しを行います。

「投資法人の計算に関する規則」（平成27

年内閣府令第27号）附則第３項の経過措置を

適用し、第22期の金銭の分配に係る計算書に

おいて、過年度に計上した負ののれん発生益

に細分された金額の残高である10,432,940千

円を一時差異等調整積立金へ積立てて第23期

以降毎期200,000千円以上取り崩す予定でした

が、第24期以降、毎期105,000千円以上を取り

崩す方針に変更しました。当期は105,000千円

の取り崩しを行います。

前期
自　2021年11月１日
至　2022年４月30日

当期
自　2022年５月１日
至　2022年10月31日

現金及び預金 10,526,684千円 8,697,113千円

信託現金及び信託預金 14,018,464千円 14,067,194千円

別段預金 △95,484千円 △96,476千円

現金及び現金同等物 24,449,663千円 22,667,831千円

（投資主資本等変動計算書に関する注記）

（金銭の分配に係る計算書に関する注記）

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）１年内返済予定の長期借入金 19,266,000 19,271,200 5,200

（２）投資法人債 6,900,000 6,800,023 △99,976

（３）長期借入金 85,059,000 85,266,912 207,912

負債合計 111,225,000 111,338,135 113,135

（４）デリバティブ取引 ― ― ―

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）１年内返済予定の長期借入金 17,270,250 17,276,037 5,787

（２）投資法人債 6,900,000 6,792,043 △107,956

（３）長期借入金 88,941,000 88,866,152 △74,847

負債合計 113,111,250 112,934,233 △177,016

（４）デリバティブ取引 ― ― ―

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

　本投資法人は、中長期にわたる安定した収益の確保を目指して、主として不動産等の
特定資産に投資して運用を行います。資金調達については、主に投資口等の発行、借入
れ又は投資法人債の発行を行う方針です。デリバティブ取引は将来の金利の変動等によ
るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。また、余資
の運用については、安全性と換金性を考慮し、金融環境及び資金繰りを十分に勘案した
上で、過剰なリスクを負わないよう慎重に行うものとしています。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金及び投資法人債の資金使途は、主に不動産及び不動産信託受益権の購入又は借
入金の返済等に係る資金調達であり、返済・償還期日において流動性リスクに晒されて
います。本投資法人では、LTVを適正と考えられる範囲でコントロールし、資金調達の多
様化、返済期限や借入先の分散化によって流動性リスクの軽減を図るとともに、資産運
用会社が資金繰り計画を策定する等の方法によって当該リスクを管理しています。借入
金のうち変動金利によるものは、金利の変動リスクに晒されていますが、LTV等を適正に
管理することで、市場金利の上昇が本投資法人の運営に与える影響を限定しています。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　　2022年４月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。

なお、匿名組合出資持分は次表には含めていません（注２参照）。また、「現金及び預金」
及び「信託現金及び信託預金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので
あり、「預り敷金及び保証金」及び「信託預り敷金及び保証金」は重要性が乏しいため、記
載を省略しています。

　　2022年10月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
なお、匿名組合出資持分は次表には含めていません（注２参照）。また、「現金及び預金」
及び「信託現金及び信託預金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので
あり、「預り敷金及び保証金」及び「信託預り敷金及び保証金」は重要性が乏しいため、記
載を省略しています。

　（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
（１）１年内返済予定の長期借入金（３）長期借入金

　固定金利による長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入れを行
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（単位：千円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

１年内返済予定の
長期借入金

19,266,000 ― ― ― ― ―

投資法人債 ― ― 1,000,000 1,000,000 ― 4,900,000

長期借入金 ― 10,547,000 10,538,000 13,340,000 18,720,000 31,914,000

合計 19,266,000 10,547,000 11,538,000 14,340,000 18,720,000 36,814,000

（単位：千円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

１年内返済予定の
長期借入金

17,270,250 ― ― ― ― ―

投資法人債 ― ― 1,000,000 1,000,000 1,200,000 3,700,000

長期借入金 ― 7,092,000 11,840,000 17,658,000 19,353,000 32,998,000

合計 17,270,250 7,092,000 12,840,000 18,658,000 20,553,000 36,698,000

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。変動金利による長
期借入金については、金利が一定期間毎に更改される条件で借入れを行っているため、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。なお、変動金利に
よる長期借入金で金利スワップの特例処理の対象としているものは（後記「デリバティブ
取引に関する注記」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額
を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定
する方法によっています。

（２）投資法人債
　時価については、日本証券業協会が公表している参考値の料率で割り引いて算出する方
法によっています。

（４）デリバティブ取引
　後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。

（注２）匿名組合出資持分
前期（2022年４月30日）
　匿名組合出資持分については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第31号 2019年７月4日）第27項の取扱いを適用し、「金融商品の時価等に関する適用
指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第４項(１)に定める事項を注記してい
ません。なお、本項の取扱いを適用した組合等への出資の貸借対照表計上額は51,212千円で
す。

当期（2022年10月31日）
　匿名組合出資持分については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項の取扱いを適用し、「金融商品の時価等に関する
適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第４項(１)に定める事項を注記し
ていません。なお、本項の取扱いを適用した組合等への出資の貸借対照表計上額は51,628千円
です。

（注３）投資法人債及び長期借入金の決算日（2022年４月30日）後の返済予定額

投資法人債及び長期借入金の決算日（2022年10月31日）後の返済予定額
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ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約金額等

時価
当該時価の
算定方法うち１年超

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

支払固定・受取変

動

長期借入金 91,631,000 72,365,000 （注） ―

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約金額等

時価
当該時価の
算定方法うち１年超

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

支払固定・受取変

動

長期借入金 93,517,250 81,294,000 （注） ―

前期
（2022年４月30日）

当期
（2022年10月31日）

繰延税金資産

合併受入資産評価差額 5,202,126千円 5,190,018千円

資産除去債務 1,546千円 1,651千円

貸倒引当金 1,226千円 1,226千円

繰延税金資産小計 5,204,899千円 5,192,896千円

評価性引当額 △5,204,899千円 △5,192,896千円

繰延税金資産合計 －千円 －千円

繰延税金資産の純額 －千円 －千円

（デリバティブ取引に関する注記）
１．ヘッジ会計が適用されていないもの：
　　前期（2022年４月30日）及び当期（2022年10月31日）において、該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているもの：
　　前期（2022年４月30日）

（単位：千円）

（注）金利スワップ特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている１年内返済予定の長期借入
金及び長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、前記「金融商品に関す
る注記　２.金融商品の時価等に関する事項」における（注１）（１）１年内返済予定の長
期借入金及び（３）長期借入金の時価に含めて記載しています。

　　当期（2022年10月31日）
（単位：千円）

（注）金利スワップ特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている１年内返済予定の長期借入
金及び長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、前記「金融商品に関す
る注記　２.金融商品の時価等に関する事項」における（注１）（１）１年内返済予定の長
期借入金及び（３）長期借入金の時価に含めて記載しています。

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
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前期
（2022年４月30日）

当期
（2022年10月31日）

法定実効税率 31.46％ 31.46％

（調整）

支払分配金の損金算入額 △30.13％ △31.11％

評価性引当額の増減 △1.33％ △0.35％

その他 0.02％ 0.02％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.02％ 0.02％

（単位：千円）

用途
前期

自　2021年11月１日
至　2022年４月30日

当期
自　2022年５月１日
至　2022年10月31日

事務所

貸借対照表計上額

期首残高 196,056,599 195,094,739

期中増減額 △961,859 3,613,533

期末残高 195,094,739 198,708,273

期末時価 239,697,000 246,454,000

その他

貸借対照表計上額

期首残高 6,379,518 6,394,603

期中増減額 15,085 △4,469

期末残高 6,394,603 6,390,133

期末時価 6,633,000 6,656,000

 合計

貸借対照表計上額

期首残高 202,436,117 201,489,343

期中増減額 △946,774 3,609,064

期末残高 201,489,343 205,098,407

期末時価 246,330,000 253,110,000

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（賃貸等不動産に関する注記）

　本投資法人は、主として都心６区、その他首都圏、４大都市及びその他主要都市において、

安定的な賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用の不動産等を有しています。これら賃貸等

不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりです。

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注２）賃貸等不動産の期中増減額のうち、前期の主な減少理由は減価償却費によるものです。

　　　　当期の主な増加理由は不動産信託受益権１物件（3,886,026千円）の取得によるものであり、主

な減少理由は減価償却費によるものです。

（注３）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価格を記載しています。

  なお、賃貸等不動産に関する損益については、「損益計算書に関する注記」に記載しています。
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顧客との契約から生じる収益(注１) 外部顧客への売上高

不動産等の売却 1,720,000 (注２)940,111

水道光熱費収入 537,131 537,131

その他 － 7,198,359

合計 2,257,131 8,675,603

顧客との契約から生じる収益(注) 外部顧客への売上高

不動産等の売却 ― ―

水道光熱費収入 590,724 590,724

その他 ― 7,208,016

合計 590,724 7,798,741

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　前期（自　2021年11月１日　至　2022年４月30日）
（単位：千円）

（注１）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸事業収入等及

び日本公認会計士協会会計制度委員会報告第15号「特別目的会社を活用した不動産の

流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象となる不動産等の譲渡は収

益認識会計基準の適用外となるため、「顧客との契約から生じる収益」には含めてい

ません。なお、主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費

収入です。

（注２）不動産等売却収入については、損益計算書において不動産等売却損益 （不動産等売却

収入より不動産等売却原価及びその他売却費用を控除した額）として計上します。本

投資法人においては、不動産等売却益を営業収益に、不動産等売却損を営業費用に計

上しているため、上表には不動産等売却益の額のみを記載しています。

　　当期（自　2022年５月１日　至　2022年10月31日）
（単位：千円）

（注）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸事業収入等及び

日本公認会計士協会会計制度委員会報告第15号「特別目的会社を活用した不動産の流動

化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象となる不動産等の譲渡は収益認識

会計基準の適用外となるため、「顧客との契約から生じる収益」には含めていません。

なお、主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入です。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

前期（自　2021年11月１日　至　2022年４月30日）

　重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとおりです。

当期（自　2022年５月１日　至　2022年10月31日）

　重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとおりです。
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前期

自　2021年11月１日

至　2022年４月30日

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,102

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,504

契約資産（期首残高） ―

契約資産（期末残高） ―

契約負債（期首残高） ―

契約負債（期末残高） ―

当期

自　2022年５月１日

至　2022年10月31日

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,504

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,328

契約資産（期首残高） ―

契約資産（期末残高） ―

契約負債（期首残高） ―

契約負債（期末残高） ―

３．当営業期間及び翌営業期間以降の収益の金額を理解するための情報

前期（自　2021年11月１日　至　2022年４月30日）

（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当期（自　2022年５月１日　至　2022年10月31日）

（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（２）残存履行義務に配分した取引価格

　該当事項はありません。

　なお、水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した部分に対する、顧客

である賃借人にとっての価値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有し

ていることから、収益認識に関する会計基準の適用指針第19項に従って、請求する権

利を有している金額で収益を認識しています。従って、収益認識に関する会計基準第

80－22項（２）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引価格の注記には含めて

いません。
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（セグメント情報等に関する注記）
（セグメント情報）
　本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

（関連情報）
前期（自　2021年11月１日　至　2022年４月30日）
１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超
えるため、記載を省略しています。

２．地域ごとの情報
（１）営業収益

　本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略
しています。

（２）有形固定資産
　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超
えるため、記載を省略しています。

３．主要な顧客ごとの情報
　単一の外部顧客への営業収益がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載
を省略しています。

当期（自　2022年５月１日　至　2022年10月31日）
１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超
えるため、記載を省略しています。

２．地域ごとの情報
（１）営業収益

　本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略
しています。

（２）有形固定資産
　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超
えるため、記載を省略しています。

３．主要な顧客ごとの情報
　単一の外部顧客への営業収益がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載
を省略しています。
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前期
自　2021年11月１日
至　2022年４月30日

当期
自　2022年５月１日
至　2022年10月31日

１口当たり純資産額 67,932円 67,407円

１口当たり当期純利益 2,438円 1,983円

前期
自　2021年11月１日
至　2022年４月30日

当期
自　2022年５月１日
至　2022年10月31日

当期純利益 （千円） 3,690,935 3,001,088

普通投資主に帰属しない金額 （千円） － －

普通投資口に係る当期純利益 （千円） 3,690,935 3,001,088

期中平均投資口数 （口） 1,513,367 1,513,367

（１口当たり情報に関する注記）

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定してい
ます。なお、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載
していません。

（注２）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。
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[いちご丸の内サウスビル]（注１）

取得価格（注２） 1,750,000千円

所在地 愛知県名古屋市中区錦二丁目２番24号

資産の種類 不動産信託受益権

所有形態 土地：所有権

建物：所有権

契約締結日 2022年11月24日

取得日 2022年11月30日

取得先（注３） 国内の一般事業会社

[いちご池之端ビル]

譲渡予定価格（注１） 10,600,000千円

帳簿価格（注２） 5,115,741千円

所在地 東京都台東区池之端一丁目２番18号

資産の種類 不動産信託受益権

所有形態 土地：所有権

建物：所有権

契約締結日 2022年10月31日

引渡予定日 2022年12月20日

譲渡先（注３） 国内の一般事業会社

（重要な後発事象に関する注記）
　１.資産の取得

規約に定める資産運用の基本方針に基づき、以下の特定資産を取得しました。

（注１）本投資法人による取得後、物件名称を「ISM名古屋丸の内ビル」から「いちご丸の内

サウスビル」へ変更を予定しています。

（注２）取得価格は、取得に係る諸費用、固定資産税・都市計画税相当額の精算分及び消費

税等相当額を含まない不動産信託受益権の売買代金を記載しています。

（注３）取得先の同意を得られていないため、非開示としています。

　２.資産の譲渡

規約に定める資産運用の基本方針に基づき、以下の特定資産の売買契約を締結しています。

（注１）譲渡予定価格は、譲渡に係る諸費用、固定資産税・都市計画税相当額の精算分及び

消費税等相当額を含まない不動産信託受益権の売買代金を記載しています。なお、

第35期（自　2022年11月１日　至　2023年４月30日）において、不動産売却益約

4,392,861千円を計上する見込みです。

（注２）帳簿価格は2022年10月31日現在の価格を記載しています。

（注３）譲渡先の同意を得られていないため、非開示としています。

（開示の省略）
　リース取引、有価証券、退職給付、資産除去債務及び関連当事者との取引に関する注記事項
については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略してい
ます。
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年月日 摘要

発行済投資口の総口数
（口）

出資総額（百万円）
備考

増減 残高 増減 残高

2021年４月12日 消却 △18,920 1,513,367 ― 67,675 （注）

（９）発行済投資口の総口数の増減

当期において発行済投資口の総口数及び出資総額の増減はありません。

最近５年間における発行済投資口の総口数及び出資総額の増減は以下のとおりです。

（注）2021年１月８日から2021年２月12日にかけて、証券会社との自己投資口取得に係る取引一任

契約に基づく東京証券取引所における市場買付けにより、自己投資口の取得を行いました。

取得した自己投資口については、2021年３月26日に開催された本投資法人役員会における決

議に基づき、その全てを2021年４月12日に消却しました。また、自己投資口取得に係る取得

資金については出資剰余金から控除した結果、出資総額に変更はありません。
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資産の種類
地域

（注１）

第34期（2022年10月31日）

保有総額
（百万円）（注２）

対総資産比率
（％）

不動産

都心6区 5,952 2.6

その他首都圏 3,942 1.7

4大都市 10,176 4.4

不動産信託受益権

（注3）

都心6区 107,837 46.9

その他首都圏 47,145 20.5

4大都市 19,761 8.6

その他主要都市 10,282 4.5

小計 205,098 89.2

投資有価証券（注4） 51 0.0

預金・その他資産 24,816 10.8

資産総額計 229,966 100.0

物件

番号
地域

用途

(注１)
物件名称

賃貸可能面積

（㎡）

（注２）

賃貸面積

（㎡）

（注３）

稼働率

（％）

（注４）

テナント

総数

（注５）

当期

総賃料収入

（千円）

（注６）

Ｏ-02 都心６区 事務所
いちご西参道

ビル
4,523.19 4,523.19 100.0 17 137,648

Ｏ-03 都心６区 事務所
いちご三田

ビル
4,119.63 3,698.00 89.8 9 93,329

Ｏ-04 都心６区 事務所
いちご南平台

ビル
1,925.24 1,925.24 100.0 13 79,914

Ｏ-05 都心６区 事務所
いちご半蔵門

ビル
2,080.37 2,080.37 100.0 5 65,557

Ｏ-06 都心６区 事務所
いちご聖坂

ビル
1,947.90 1,947.90 100.0 4 60,295

Ｏ-07 都心６区 事務所
いちご渋谷

神山町ビル
1,321.54 1,321.54 100.0 5 50,329

３．参考情報

（１）運用資産等の価格に関する情報

①　本投資法人の資産の構成

（注１）地域は、下記によります。

都心６区　　　：東京都千代田区、港区、中央区、新宿区、渋谷区、品川区

その他首都圏　：東京都（上記６区を除く）、神奈川県、千葉県、埼玉県

４大都市　　　：大阪市、名古屋市、福岡市、札幌市

その他主要都市：上記以外の地域の主要都市（政令指定都市及び県庁所在地等）

（注２）保有総額は、決算日時点の貸借対照表計上額（不動産及び不動産信託受益権については、減価

償却後の帳簿価額）によっています。また、建設仮勘定及び信託建設仮勘定は不動産及び不動

産信託受益権の小計に含めていません。

（注３）信託建物等と併せて保有している信託借地権については、信託建物等と合算して不動産信託受

益権の欄に記載しています。

（注４）投資有価証券は、合同会社絆１を営業者とする匿名組合出資持分です。

②　保有不動産の賃貸借の概要

（2022年10月31日現在）
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物件

番号
地域

用途

(注１)
物件名称

賃貸可能面積

（㎡）

（注２）

賃貸面積

（㎡）

（注３）

稼働率

（％）

（注４）

テナント

総数

（注５）

当期

総賃料収入

（千円）

（注６）

Ｏ-09 都心６区 事務所
いちご芝公園

ビル
1,602.29 1,602.29 100.0 3 49,808

Ｏ-10 都心６区 事務所
いちご

恵比寿西ビル
1,484.39 1,484.39 100.0 7 72,471

Ｏ-11 都心６区 事務所
いちご銀座

６１２ビル
1,364.56 1,364.56 100.0 25 67,467

Ｏ-12 都心６区 事務所
いちご内神田

ビル
1,378.83 1,378.83 100.0 10 45,448

Ｏ-14 都心６区 事務所
いちご四谷

四丁目ビル
780.64 638.52 81.8 9 17,947

Ｏ-15 都心６区 事務所
いちご溜池

ビル
494.14 408.95 82.8 5 17,293

Ｏ-16 都心６区 事務所
いちご神保町

ビル
1,891.01 1,891.01 100.0 8 78,591

Ｏ-17 都心６区 事務所
いちご箱崎

ビル
2,389.54 2,389.54 100.0 6 62,770

Ｏ-18 都心６区 事務所
いちご九段

二丁目ビル
1,265.76 1,265.76 100.0 1 3,653

Ｏ-19 都心６区 事務所
いちご九段

三丁目ビル
1,302.43 651.28 50.0 3 20,977

Ｏ-20 都心６区 事務所
いちご五反田

ビル
5,346.39 5,346.39 100.0 15 212,315

Ｏ-21 その他首都圏 事務所
いちご新横浜

ビル
4,021.32 3,927.46 97.7 14 82,218

Ｏ-22 その他首都圏 事務所
いちご南池袋

ビル
1,491.50 1,491.50 100.0 9 61,019

Ｏ-23 その他首都圏 事務所
いちご中野

ノースビル
1,264.11 1,264.11 100.0 7 42,211

Ｏ-24 その他首都圏 事務所
いちご永代

ビル
2,605.54 2,605.54 100.0 10 73,221

Ｏ-26 その他首都圏 事務所
いちご池尻

ビル
2,385.69 2,385.69 100.0 6 87,121

Ｏ-27 その他首都圏 事務所
いちご西池袋

ビル
1,261.91 1,261.91 100.0 1 29,217

Ｏ-28 都心６区 事務所
いちご

西五反田ビル
1,334.79 1,039.63 77.9 7 28,202

Ｏ-29 その他首都圏 事務所
いちご吉祥寺

ビル
4,210.87 4,210.87 100.0 14 118,839

Ｏ-34 ４大都市 事務所 いちご栄ビル 3,928.12 3,825.61 97.4 18 214,947

Ｏ-37 ４大都市 事務所
いちご丸の内

ビル
8,009.11 8,009.11 100.0 26 243,338

Ｏ-38
その他

主要都市
事務所

いちご

富山駅西ビル
8,601.72 8,601.72 100.0 14 118,241

Ｏ-39
その他

主要都市
事務所

いちご・みら

い信金ビル
3,551.46 3,340.01 94.0 20 74,418

Ｏ-42
その他

主要都市
事務所

いちご高松

ビル
6,329.33 6,329.33 100.0 15 157,300
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物件

番号
地域

用途

(注１)
物件名称

賃貸可能面積

（㎡）

（注２）

賃貸面積

（㎡）

（注３）

稼働率

（％）

（注４）

テナント

総数

（注５）

当期

総賃料収入

（千円）

（注６）

Ｏ-46 都心６区 事務所
いちご神田

錦町ビル
2,523.09 2,523.09 100.0 11 92,602

Ｏ-47 都心６区 事務所
いちご秋葉原

ノースビル
6,250.53 6,250.53 100.0 1 230,325

Ｏ-48 ４大都市 事務所
いちご堺筋

本町ビル
3,729.35 3,729.35 100.0 15 98,526

Ｏ-49 都心６区 事務所
いちご神田

小川町ビル
2,309.39 1,840.29 79.7 7 70,762

Ｏ-50 都心６区 事務所
いちご八丁堀

ビル
2,716.33 2,716.33 100.0 7 98,074

Ｏ-51 都心６区 事務所

いちご恵比寿

グリーングラ

ス

3,159.27 3,159.27 100.0 6 175,209

Ｏ-52 都心６区 事務所
いちご大森

ビル
3,585.93 3,585.93 100.0 11 130,828

Ｏ-53 都心６区 事務所
いちご高田

馬場ビル
1,606.92 1,606.92 100.0 8 63,701

Ｏ-54 その他首都圏 事務所
いちご大宮

ビル
6,213.30 6,213.30 100.0 29 165,827

Ｏ-55 その他首都圏 事務所
いちご相模原

ビル
2,960.81 2,960.81 100.0 13 60,892

Ｏ-56 その他首都圏 事務所
いちご大船

ビル
2,364.71 2,364.71 100.0 9 93,684

Ｏ-57
その他

主要都市
事務所

いちご仙台

イーストビル
5,205.49 5,205.49 100.0 10 104,922

Ｏ-58
その他

主要都市
事務所

いちご熊本

ビル
4,507.59 4,507.59 100.0 34 85,353

Ｏ-59 都心６区 事務所
いちご神宮前

ビル
4,510.04 4,510.04 100.0 7 196,591

Ｏ-60 都心６区 事務所
いちご渋谷

道玄坂ビル
2,789.86 2,789.86 100.0 12 113,848

Ｏ-61 都心６区 事務所
いちご広尾

ビル
3,510.44 3,510.44 100.0 5 138,118

Ｏ-62 都心６区 事務所
いちご笹塚

ビル
6,425.29 6,425.29 100.0 6 190,891

Ｏ-63 都心６区 事務所
いちご日本橋

イーストビル
4,216.97 4,216.97 100.0 7 151,101

Ｏ-64 都心６区 事務所
いちご桜橋

ビル
2,971.22 2,971.22 100.0 6 87,574

Ｏ-65 都心６区 事務所
いちご新川

ビル
2,312.03 2,312.03 100.0 6 70,820

Ｏ-66 都心６区 事務所
いちご九段

ビル
3,090.65 3,090.65 100.0 10 100,223

Ｏ-67 都心６区 事務所
いちご

東五反田ビル
4,548.10 4,443.70 97.7 19 136,928

Ｏ-68 都心６区 事務所
アクシオール

三田
2,369.82 2,369.82 100.0 11 56,228

Ｏ-69 その他首都圏 事務所
いちご東池袋

ビル
4,433.00 3,896.27 87.9 16 145,293
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物件

番号
地域

用途

(注１)
物件名称

賃貸可能面積

（㎡）

（注２）

賃貸面積

（㎡）

（注３）

稼働率

（％）

（注４）

テナント

総数

（注５）

当期

総賃料収入

（千円）

（注６）

Ｏ-70
その他

主要都市
事務所

郡山ビッグア

イ（オフィス

区画）

3,433.07 3,231.09 94.1 14 98,716

Ｏ-71 その他首都圏 事務所
いちご川崎

ビル
3,871.06 3,090.82 79.8 15 77,672

Ｏ-72 都心６区 事務所
いちご渋谷

イーストビル
1,041.36 1,041.36 100.0 3 44,952

Ｏ-73 都心６区 事務所
いちご人形町

ビル
1,769.75 1,769.75 100.0 8 43,853

Ｏ-74 ４大都市 事務所
いちご西本町

ビル
6,152.00 6,050.00 98.3 31 111,322

Ｏ-75 ４大都市 事務所
いちご博多

ビル
2,423.86 2,423.86 100.0 28 53,069

Ｏ-76 ４大都市 事務所
いちご錦ファ

ーストビル
3,324.70 3,324.70 100.0 6 79,418

Ｏ-77 その他首都圏 事務所
いちご池之端

ビル
5,504.15 5,504.15 100.0 7 165,273

Ｏ-78 その他首都圏 事務所
いちご池袋

イーストビル
3,118.69 3,118.69 100.0 2 96,397

Ｏ-79 都心６区 事務所
いちご元麻布

ビル
1,329.96 1,329.96 100.0 3 69,261

Ｏ-80 その他首都圏 事務所
いちご大塚

ビル
3,623.98 3,047.80 84.1 7 86,200

Ｏ-81 ４大都市 事務所
いちご名古屋

ビル
4,930.30 3,980.03 80.7 31 140,427

Ｏ-82 ４大都市 事務所
いちご伏見

ビル
4,155.60 3,870.29 93.1 39 90,942

Ｏ-83 ４大都市 事務所 いちご錦ビル 2,006.78 1,891.81 94.3 24 47,959

Ｏ-84 ４大都市 事務所
いちご南森町

ビル
2,521.51 2,521.51 100.0 12 46,454

Ｏ-85 都心６区 事務所
いちご渋谷

宇田川町ビル
1,491.68 1,327.53 89.0 8 54,385

Ｏ-86 都心６区 事務所
ウィン五反田

ビル
3,689.88 3,196.95 86.6 10 117,348

Ｏ-87 その他首都圏 事務所
いちご本郷

ビル
2,743.20 2,386.80 87.0 6 94,574

Ｏ-88 都心６区 事務所
大井町

センタービル
2,771.41 2,771.41 100.0 7 69,119

Ｏ-89 都心６区 事務所
ウィン第２

五反田ビル
3,434.69 3,046.97 88.7 9 97,277

Ｏ-90 都心６区 事務所 ＭＩＦビル 1,690.27 1,493.23 88.3 7 57,614

Ｏ-91 ４大都市 事務所
いちご内本町

ビル
3,004.07 3,004.07 100.0 17 65,119

Ｏ-92 その他首都圏 事務所
いちご南大塚

ビル
3,129.49 3,129.49 100.0 8 84,602

Ｏ-93 都心６区 事務所
いちご乃木坂

ビル
2,199.35 2,199.35 100.0 6 88,916
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物件

番号
地域

用途

(注１)
物件名称

賃貸可能面積

（㎡）

（注２）

賃貸面積

（㎡）

（注３）

稼働率

（％）

（注４）

テナント

総数

（注５）

当期

総賃料収入

（千円）

（注６）

Ｏ-94 ４大都市 事務所
いちご博多イ

ーストビル
2,901.99 2,901.99 100.0 19 75,388

Ｏ-95 その他首都圏 事務所
いちご中目黒

ビル
1,080.98 873.82 80.8 5 36,095

Ｏ-96 その他首都圏 事務所
いちご立川ビ

ル
4,879.78 3,975.54 81.5 13 103,078

Ｏ-97 その他首都圏 事務所
いちご東池袋

三丁目ビル
2,764.59 2,764.59 100.0 6 71,599

Ｚ-09
その他

主要都市
その他

フチュール和

泉
3,733.66 3,733.66 100.0 2 24,770

Ｚ-10 都心６区 その他
いちご渋谷文

化村通りビル
778.77 778.77 100.0 4 74,426

Ｚ-11 その他首都圏 その他

トワイシア

横濱磯子

（商業区画）

2,717.77 2,195.43 80.8 7 54,029

Ｚ-14 その他首都圏 その他
いちご蒲田

ビル
2,124.68 2,124.68 100.0 2 54,018

合計 266,866.48 257,510.25 96.5 938 7,798,741

物件

番号
物件名称 所在地 所有形態

期末

評価額

（百万円）

（注１）

期末

帳簿価額

（百万円）

（注２）

投資

比率

（％）

（注３）

Ｏ-02 いちご西参道ビル
東京都渋谷区代々木三

丁目28番６号、７号

不動産

信託受益権
3,330 3,326 1.6

Ｏ-03 いちご三田ビル
東京都港区芝五丁目13

番18号

不動産

信託受益権
3,640 2,706 1.3

Ｏ-04 いちご南平台ビル
東京都渋谷区南平台町

１番10号

不動産

信託受益権
2,610 1,883 0.9

Ｏ-05 いちご半蔵門ビル
東京都千代田区隼町２

番19号

不動産

信託受益権
2,130 1,495 0.7

Ｏ-06 いちご聖坂ビル
東京都港区三田三丁目

４番２号

不動産

信託受益権
1,500 1,197 0.6

（注１）用途は、主たる用途を事務所とする不動産等を「事務所」、主たる用途が事務所以外の不動産
等を「その他」として記載しています。

（注２）賃貸可能面積は、個々の保有不動産等において賃貸が可能な面積を意味し、改装や賃貸借契約
形態等により多少の変動が生じます。

（注３）賃貸面積は、2022年10月31日現在、テナントとの間で賃貸借契約が締結され賃貸が行われてい
る面積の合計を記載しています。

（注４）稼働率は、個々の保有不動産等の賃貸可能面積に占める賃貸面積の割合を記載しており、小数
点第２位を四捨五入して記載しています。

（注５）テナント総数は、本投資法人又は信託受託者を賃貸人として有効に賃貸借契約が締結されてい
るテナントの総数を記載しています。なお、本投資法人以外のマスターリース会社とマスター
リース契約が締結されている場合、テナント数は１としています。

（注６）当期総賃料収入は、賃料収入、共益費収入、駐車場収入等、当期中に保有不動産等から生じた
収入（その他賃貸事業収入を含みます。）を記載しています。

③　保有不動産の期末評価額及び期末帳簿価額

（2022年10月31日現在）
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物件

番号
物件名称 所在地 所有形態

期末

評価額

（百万円）

（注１）

期末

帳簿価額

（百万円）

（注２）

投資

比率

（％）

（注３）

Ｏ-07
いちご渋谷神山町

ビル

東京都渋谷区神山町７

番10号
不動産 1,900 1,329 0.6

Ｏ-09 いちご芝公園ビル
東京都港区芝三丁目12

番１号
不動産 1,270 1,094 0.5

Ｏ-10 いちご恵比寿西ビル
東京都渋谷区恵比寿西

二丁目７番３号
不動産 2,640 1,915 0.9

Ｏ-11
いちご銀座６１２

ビル

東京都中央区銀座六丁

目12番15号

不動産

信託受益権
2,320 1,797 0.9

Ｏ-12 いちご内神田ビル
東京都千代田区内神田

三丁目２番８号
不動産 1,390 1,112 0.5

Ｏ-14
いちご四谷四丁目

ビル

東京都新宿区四谷四丁

目３番地20号（地番）

不動産

信託受益権
583 497 0.2

Ｏ-15 いちご溜池ビル
東京都港区赤坂二丁目

12番18号
不動産 726 500 0.2

Ｏ-16 いちご神保町ビル
東京都千代田区神田神

保町一丁目11番１

不動産

信託受益権
2,370 1,789 0.9

Ｏ-17 いちご箱崎ビル
東京都中央区日本橋蛎

殻町一丁目36番５号

不動産

信託受益権
1,290 1,134 0.6

Ｏ-18
いちご九段二丁目

ビル

東京都千代田区九段南

二丁目８番４号

不動産

信託受益権
1,160 759 0.4

Ｏ-19
いちご九段三丁目

ビル

東京都千代田区九段南

三丁目２番７号

不動産

信託受益権
883 803 0.4

Ｏ-20 いちご五反田ビル
東京都品川区東五反田

一丁目13番12号

不動産

信託受益権
6,780 4,765 2.3

Ｏ-21 いちご新横浜ビル
神奈川県横浜市港北区

新横浜三丁目17番地５

不動産

信託受益権
1,690 1,642 0.8

Ｏ-22 いちご南池袋ビル
東京都豊島区南池袋二

丁目27番17号

不動産

信託受益権
1,980 1,337 0.7

Ｏ-23
いちご中野ノース

ビル

東京都中野区新井一丁

目26番６号

不動産

信託受益権
981 712 0.3

Ｏ-24 いちご永代ビル
東京都江東区永代二丁

目31番１号
不動産 1,540 1,416 0.7

Ｏ-26 いちご池尻ビル
東京都目黒区大橋二丁

目22番８号
不動産 2,320 1,939 0.9

Ｏ-27 いちご西池袋ビル
東京都豊島区池袋二丁

目53番７号
不動産 1,050 586 0.3

Ｏ-28 いちご西五反田ビル
東京都品川区西五反田

三丁目６番20号

不動産

信託受益権
911 762 0.4

Ｏ-29 いちご吉祥寺ビル
東京都武蔵野市吉祥寺

本町二丁目５番10号

不動産

信託受益権
2,870 2,140 1.0

Ｏ-34 いちご栄ビル
愛知県名古屋市中区栄

三丁目15番27号
不動産 6,070 4,696 2.3

Ｏ-37 いちご丸の内ビル
愛知県名古屋市中区丸

の内三丁目17番13号
不動産 7,730 5,479 2.7

Ｏ-38 いちご富山駅西ビル
富山県富山市神通本町

一丁目１番19号

不動産

信託受益権
1,880 1,432 0.7

Ｏ-39
いちご・みらい信金

ビル

大分県大分市荷揚町３

番１号

不動産

信託受益権
1,380 1,110 0.5
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物件

番号
物件名称 所在地 所有形態

期末

評価額

（百万円）

（注１）

期末

帳簿価額

（百万円）

（注２）

投資

比率

（％）

（注３）

Ｏ-42 いちご高松ビル
香川県高松市寿町二丁

目２番７号

不動産

信託受益権
3,970 2,075 1.0

Ｏ-46 いちご神田錦町ビル
東京都千代田区神田錦

町一丁目16番１

不動産

信託受益権
3,300 2,003 1.0

Ｏ-47
いちご秋葉原ノース

ビル

東京都千代田区外神田

六丁目15番12号

不動産

信託受益権
7,860 5,460 2.7

Ｏ-48 いちご堺筋本町ビル
大阪府大阪市中央区本

町一丁目６番16号

不動産

信託受益権
2,470 1,701 0.8

Ｏ-49
いちご神田小川町

ビル

東京都千代田区神田小

川町二丁目４番16号

不動産

信託受益権
2,550 2,186 1.1

Ｏ-50 いちご八丁堀ビル
東京都中央区新富一丁

目14番１号

不動産

信託受益権
2,760 1,734 0.8

Ｏ-51
いちご恵比寿グリー

ングラス

東京都渋谷区恵比寿南

三丁目１番１号

不動産

信託受益権
7,680 5,750 2.8

Ｏ-52 いちご大森ビル
東京都品川区南大井六

丁目25番３号

不動産

信託受益権
4,700 3,782 1.8

Ｏ-53 いちご高田馬場ビル
東京都新宿区高田馬場

一丁目29番８号

不動産

信託受益権
1,950 1,577 0.8

Ｏ-54 いちご大宮ビル
埼玉県さいたま市大宮

区宮町二丁目79番２他

不動産

信託受益権
4,300 3,523 1.7

Ｏ-55 いちご相模原ビル

神奈川県相模原市中央

区相模原五丁目５番３

号

不動産

信託受益権
1,310 1,203 0.6

Ｏ-56 いちご大船ビル
神奈川県鎌倉市大船一

丁目26番29号

不動産

信託受益権
2,320 1,965 1.0

Ｏ-57
いちご仙台イースト

ビル

宮城県仙台市宮城野区

宮城野一丁目12番１号

不動産

信託受益権
2,200 1,553 0.8

Ｏ-58 いちご熊本ビル
熊本県熊本市中央区辛

島町６番７号

不動産

信託受益権
1,610 1,558 0.8

Ｏ-59 いちご神宮前ビル
東京都渋谷区神宮前六

丁目25番16号

不動産

信託受益権
7,890 7,419 3.6

Ｏ-60
いちご渋谷道玄坂

ビル

東京都渋谷区円山町28

番３号

不動産

信託受益権
5,530 3,685 1.8

Ｏ-61 いちご広尾ビル
東京都渋谷区広尾五丁

目８番14号

不動産

信託受益権
4,740 3,985 1.9

Ｏ-62 いちご笹塚ビル
東京都渋谷区笹塚二丁

目26番２号

不動産

信託受益権
6,240 4,879 2.4

Ｏ-63
いちご日本橋

イーストビル

東京都中央区日本橋馬

喰町二丁目７番８号

不動産

信託受益権
5,640 4,342 2.1

Ｏ-64 いちご桜橋ビル
東京都中央区八丁堀四

丁目８番２号

不動産

信託受益権
3,170 2,536 1.2

Ｏ-65 いちご新川ビル
東京都中央区新川二丁

目22番１号

不動産

信託受益権
3,060 2,385 1.2

Ｏ-66 いちご九段ビル
東京都千代田区神田神

保町二丁目38番１他

不動産

信託受益権
3,710 3,279 1.6

Ｏ-67 いちご東五反田ビル
東京都品川区東五反田

一丁目６番３号

不動産

信託受益権
4,440 3,642 1.8

Ｏ-68 アクシオール三田
東京都港区三田三丁目

１番17号

不動産

信託受益権
2,540 1,698 0.8
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物件

番号
物件名称 所在地 所有形態

期末

評価額

（百万円）

（注１）

期末

帳簿価額

（百万円）

（注２）

投資

比率

（％）

（注３）

Ｏ-69 いちご東池袋ビル
東京都豊島区東池袋一

丁目34番５号

不動産

信託受益権
5,470 4,609 2.2

Ｏ-70
郡山ビッグアイ

（オフィス区画）

福島県郡山市駅前二丁

目11番１号

不動産

信託受益権
2,150 1,494 0.7

Ｏ-71 いちご川崎ビル
神奈川県川崎市川崎区

東田町１番２

不動産

信託受益権
2,290 1,809 0.9

Ｏ-72
いちご渋谷イースト

ビル

東京都渋谷区東一丁目

３番10号

不動産

信託受益権
1,600 1,380 0.7

Ｏ-73 いちご人形町ビル
東京都中央区日本橋堀

留町一丁目10番14号

不動産

信託受益権
1,640 1,488 0.7

Ｏ-74 いちご西本町ビル
大阪府大阪市西区阿波

座二丁目２番18号

不動産

信託受益権
2,520 2,205 1.1

Ｏ-75 いちご博多ビル
福岡県福岡市博多区祇

園町１番28号

不動産

信託受益権
1,570 1,368 0.7

Ｏ-76
いちご錦ファースト

ビル

愛知県名古屋市中区錦

一丁目８番８号

不動産

信託受益権
2,230 1,959 1.0

Ｏ-77 いちご池之端ビル
東京都台東区池之端一

丁目２番18号

不動産

信託受益権
5,600 5,115 2.5

Ｏ-78
いちご池袋イースト

ビル

東京都豊島区東池袋二

丁目23番２号

不動産

信託受益権
3,520 2,997 1.5

Ｏ-79 いちご元麻布ビル
東京都港区元麻布三丁

目４番26号

不動産

信託受益権
2,360 1,912 0.9

Ｏ-80 いちご大塚ビル
東京都豊島区南大塚三

丁目46番３号

不動産

信託受益権
3,200 2,753 1.3

Ｏ-81 いちご名古屋ビル
愛知県名古屋市中村区

名駅四丁目24番８

不動産

信託受益権
3,910 3,544 1.7

Ｏ-82 いちご伏見ビル
愛知県名古屋市中区錦

一丁目18番24号

不動産

信託受益権
2,570 2,324 1.1

Ｏ-83 いちご錦ビル
愛知県名古屋市中区錦

一丁目５番27号

不動産

信託受益権
1,490 1,293 0.6

Ｏ-84 いちご南森町ビル
大阪府大阪市北区松ケ

枝町１番３号

不動産

信託受益権
1,260 1,065 0.5

Ｏ-85
いちご渋谷宇田川町

ビル

東京都渋谷区宇田川町

10番２

不動産

信託受益権
4,180 3,552 1.7

Ｏ-86 ウィン五反田ビル
東京都品川区西五反田

一丁目30番２号

不動産

信託受益権
3,620 3,099 1.5

Ｏ-87 いちご本郷ビル
東京都文京区本郷五丁

目33番10号

不動産

信託受益権
2,730 2,304 1.1

Ｏ-88 大井町センタービル
東京都品川区大井一丁

目24番５号

不動産

信託受益権
2,100 1,700 0.8

Ｏ-89
ウィン第２五反田

ビル

東京都品川区大崎四丁

目１番２号

不動産

信託受益権
3,720 3,292 1.6

Ｏ-90 ＭＩＦビル
東京都千代田区内神田

一丁目６番６号

不動産

信託受益権
2,370 2,190 1.1

Ｏ-91 いちご内本町ビル
大阪府大阪市中央区内

本町一丁目３番５号

不動産

信託受益権
2,180 1,999 1.0

Ｏ-92 いちご南大塚ビル
東京都豊島区南大塚三

丁目10番10号

不動産

信託受益権
3,280 2,878 1.4
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物件

番号
物件名称 所在地 所有形態

期末

評価額

（百万円）

（注１）

期末

帳簿価額

（百万円）

（注２）

投資

比率

（％）

（注３）

Ｏ-93 いちご乃木坂ビル
東京都港区赤坂八丁目

11番37号

不動産

信託受益権
3,620 3,502 1.7

Ｏ-94
いちご博多イースト

ビル

福岡県福岡市博多区博

多駅東一丁目13番６号

不動産

信託受益権
2,800 2,297 1.1

Ｏ-95 いちご中目黒ビル
東京都目黒区青葉台二

丁目21番６号

不動産

信託受益権
1,640 1,561 0.8

Ｏ-96 いちご立川ビル
東京都立川市曙町一丁

目21番１号

不動産

信託受益権
4,020 3,830 1.9

Ｏ-97
いちご東池袋三丁目

ビル

東京都豊島区東池袋三

丁目13番３号

不動産

信託受益権
3,950 3,875 1.9

Ｚ-09 フチュール和泉
大阪府和泉市府中町一

丁目20番１号

不動産

信託受益権
576 1,056 0.5

Ｚ-10
いちご渋谷文化村

通りビル

東京都渋谷区宇田川町

28番３号

不動産

信託受益権
3,040 2,447 1.2

Ｚ-11
トワイシア横濱磯子

（商業区画）

神奈川県横浜市磯子区

森一丁目７番10号

不動産

信託受益権
1,510 1,438 0.7

Ｚ-14 いちご蒲田ビル
東京都大田区西蒲田八

丁目23番５号

不動産

信託受益権
1,530 1,447 0.7

合計 253,110 205,098 100.0

（注１）期末評価額は、本投資法人の規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人投資信
託協会の定める規則に基づき、一般財団法人日本不動産研究所、大和不動産鑑定株式会社、株
式会社谷澤総合鑑定所及び株式会社立地評価研究所の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載し
ています。

（注２）期末帳簿価額には、建設仮勘定及び信託建設仮勘定は含めていません。
（注３）投資比率は、期末帳簿価額の総額に対する不動産又は信託受益権の期末帳簿価額の比率をい

い、小数点第２位を四捨五入して記載しています。
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不動産等の名称
（所在地）

目　的 予定期間
工事予定金額（千円）

総　額 当期支払額 既支払総額

郡山ビッグアイ
（オフィス区画）
（福島県郡山市）

空調機更新工事
（３期）

自　2022年12月
至　2022年12月

49,000 ― ―

いちご大塚ビル
（東京都豊島区）

外壁改修工事
自　2023年３月
至　2023年３月

30,670 ― ―

いちご南森町ビル
（大阪府大阪市）

外壁改修工事
自　2022年11月
至　2022年11月

30,650 ― 1,000

いちご西本町ビル
（大阪府大阪市）

外壁改修工事
（１期）

自　2023年３月
至　2023年３月

28,630 ― ―

いちご西本町ビル
（大阪府大阪市）

外壁改修工事
（２期）

自　2023年５月
至　2023年５月

28,630 ― ―

いちご芝公園ビル
（東京都港区）

外壁改修工事
自　2023年９月
至　2023年９月

25,910 ― 1,360

いちご高松ビル
（香川県高松市）

中央監視盤更新
工事

自　2023年５月
至　2023年５月

25,570 ― ―

いちご高田馬場ビル
（東京都新宿区）

エレベーター
更新工事

自　2022年11月
至　2022年11月

23,020 ― ―

いちご大船ビル
（神奈川県鎌倉市）

外壁改修工事
自　2022年12月
至　2022年12月

20,470 ― ―

いちご芝公園ビル
（東京都港区）

エレベーター
更新工事

自　2023年５月
至　2023年５月

20,470 ― ―

いちご新横浜ビル
（神奈川県横浜市）

エレベーター
更新工事

自　2023年３月
至　2023年３月

19,450 ― ―

いちご相模原ビル
（神奈川県相模原市）

エレベーター
更新工事

自　2023年１月
至　2023年１月

16,390 ― ―

いちご南森町ビル
（大阪府大阪市）

機械式駐車場改修
工事（１期）

自　2023年10月
至　2023年10月

12,330 ― ―

いちご九段三丁目ビル
（東京都千代田区）

屋上防水工事
自　2023年９月
至　2023年９月

10,064 ― ―

不動産等の名称
（所在地）

目　的 実施期間 支出金額（千円）

いちご西五反田ビル
（東京都品川区）

エレベーター更新工事
自　2022年４月
至　2022年５月

12,310

その他 620,578

合計 632,888

（２）資本的支出の状況

①　資本的支出の予定

本投資法人が保有する不動産等に関し、2022年10月31日現在計画している改修工事等に伴う

資本的支出のうち主要なものは以下のとおりです。なお、下記工事予定金額には、会計上の費

用に区分処理される部分が含まれています。

②　期中の資本的支出

本投資法人が保有する不動産等に関し、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事は以

下のとおりです。当期の資本的支出は632,888千円であり、費用区分された修繕費93,192千円と

合わせ、合計726,081千円の工事を実施しています。
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